
貸　　　借　　　対　　　照　　　表
（平成１６年３月３１日現在）

47,400   負債及び資本合計47,400  資   産   合   計
20,530 資 本 合 計

△   110自　己　株　式△      1貸 倒 引 当 金
2,446株 式 等 評 価 差 額 金750そ の 他

　　　670当 期 未 処 分 利 益286長 期 貸 付 金
　　5,114別 途 積 立 金8,077投 資 有 価 証 券
　 　 126        固定資産圧縮積立金9,113 投資その他の資産
5,240任　意　積　立　金48そ の 他

　 1,202利 益 準 備 金83特 許 権
7,113利　益　剰　余　金172営 業 権

 　 4,797資 本 準 備 金304 無形固定資産
　 　 4,797
4,797

資　本　剰　余　金1,020建 設 仮 勘 定
 　  6,282資  本  金1,368土 地

 (資  本  の  部)　    398工 具 器 具 備 品
 　26,869 負 債 合 計　      12車 両 運 搬 具

156そ の 他0船 舶
497繰 延 税 金 負 債7,081機 械 装 置
553役員退職慰労引当金1,054構 築 物

2,330退 職 給 付 引 当 金3,027
085

建 物
3,856長 期 借 入 金13,963 有形固定資産
5,000新株予約権付社債23,381固  定  資  産
1,000社 債△　　　1貸 倒 引 当 金
13,395固  定  負  債1,980そ の 他

2そ の 他464繰 延 税 金 資 産
651従 業 員 預 り 金141貯 蔵 品
373預 り 金467原 材 料
313未 払 法 人 税 等371仕 掛 品

1,152未 払 費 用3,681製 品
598未　　 払 　　金2,999有 価 証 券

3,596短 期 借 入 金7,094売 掛 金
5,342買　　 掛 　　金

        
5,052受 取 手 形

1,441支 払 手 形1,765現 金 ・ 預 金
13,473流  動  負  債24,018流  動  資  産
百万円 (負  債  の  部)百万円（資　産　の　部）

金       額科              目金        額 科             目

（注）１．記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。
　　　２．有形固定資産の減価償却累計額　　　　　　　　　　　　　　　　　41,558百万円
　　　３．子会社に対する短期金銭債権　　　　　　　　　　　　　　　　　　 4,855百万円
　　　４．子会社に対する短期金銭債務　　　　　　　　　　　　　　　　　　   962百万円
　　　５．担保に供している資産　　　有形固定資産　　　　　　　　　　　　 3,492百万円
　　　６．保証債務　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　  　　　　1,722百万円
　　　７．投資その他の資産の「投資有価証券」には子会社株式817百万円を含めて記載しておりま
　　　　　す。 
　　　８．貸借対照表に計上した固定資産のほか、かせいソーダ製造用電極、電子計算機などについ

てはリース契約により使用しております。
　　　９．商法施行規則第124条第3号に規定する純資産額は、2,446百万円であります。
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    損　　　益　　　計　　　算　　　書

)平成１５年４月　１日から
平成１６年３月３１日まで(

６７０当 期 未 処 分 利 益

１０５前 期 繰 越 利 益

５６４当 期 純 利 益
　　　　８１法 人 税 等 調 整 額

５０８法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税

１，１５３税 引 前 当 期 純 利 益
４２投 資 有 価 証 券 売 却 損

７６た な 卸 資 産 処 分 損

４５６固 定 資 産 除 却 損

５７６特　別　損　失

５貸 倒 引 当 金 戻 入 益

３８３ 投 資 有 価 証 券 売 却 益

１３９固 定 資 産 売 却 益

５２８特　別　利　益
(特別損益の部)

１，２０１経　常　利　益
２７２雑 支 出

１３３支 払 利 息

４０５営　業　外　費　用

２１６雑 収 入
１４３受 取 利 息 及 び 配 当 金

３６０営　業　外　収　益
営業外損益の部

１，２４６営　業　利　益
６，９７７販 売 費 及 び 一 般 管 理 費

３０，６１１売 上 原 価

３７，５８９営　業　費　用

３８，８３６売 上 高
３８，８３６営　業　収　益

営業損益の部
百万円百万円（経常損益の部）

　　　　額　　　　　　　金　　　　　科　　　　　　目

（注）１．記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。
　　　２．子会社との取引高
　　　　　　　　売　　　　上　　　高　　４，２２９百万円
　　　　　　　　仕　　　　入　　　高　　１，２２７百万円
　　　　　　　　営業取引以外の取引高　　　　２０３百万円
　　　３．一株当たりの当期純利益　　　　　　　６円７３銭　　
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重　　要　　な　　会　　計　　方　　針

１．有価証券の評価基準および評価方法
満期保有目的債券　　　　　　　　償却原価法
子会社株式および関連会社株式　　移動平均法による原価法
その他有価証券　　
　　時価のあるものは、決算期末日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は、全部資本直
　　入法により処理し、売却原価は移動平均法により算定）で、時価のないものは、移動平
　　均法による原価法 

２．たな卸資産の評価基準および評価方法
　　　製　　　　　品　　総平均法による低価法
　　　仕　　掛　　品　　総平均法による原価法
　　　原材料・貯蔵品　　移動平均法による原価法

３．固定資産の減価償却の方法
有形固定資産
　機械装置のうち無機関係設備および一部の有機関係設備は定額法、その他の有機関係設備
　および研究開発設備は定率法によっております。その他の有形固定資産は、定額法によっ
　ております。なお、耐用年数については主として下記のとおりとなっております。
　　建物：平均２４年
　　機械装置：平均７年　          
無形固定資産
　定額法によっております。ただし、ソフトウェア（自社利用分）については、社内におけ
　る利用可能期間（５年）に基づく定額法によっております。

４．引当金の計上基準
　　　貸倒引当金
　　　　債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については、貸倒実績率により、貸倒懸念
　　　　債権等特定の債権については、財務内容評価法によっています。
　　　　　
　　　退職給付引当金
　　　　従業員の退職給付に備えるため、当期末における退職給付債務および年金資産の見込額に基
　　　　づき、当期末において発生していると認められる額を計上しております。
　　　　なお、数理計算上の差異は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（１
　　　　５年）による定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌事業年度から費用処理しておりま
　　　　す。
　　　役員退職慰労引当金
　　　　役員の退職慰労金の支出に備えるため、当社内規に基づく期末要支給額を計上しておりま　
　　　　す。なお、当該引当金は、商法施行規則第４３条に規定する引当金であります。

５．リース取引の処理方法
　　　リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引につ
　　　いては、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。

６．消費税等の会計処理
　　　消費税等の会計処理は税抜方式によっております。

７．貸借対照表および損益計算書
　　　改正後の商法施行規則に基づいて計算書類等を作成しております。
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